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個 別 注 記 表 

 

事業者名 信州ガス株式会社 

2022年  1月  1日から 

2022年 12月 31日まで 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっておりま

す。 

  （ロ）たな卸資産 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）によっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、1998年 4月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く) 並びに、2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

供給設備  13～22年 

（ロ）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づく定額

法によっております。 

（３）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（ロ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き算出しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

（ハ）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 



 

（４）その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産 

有形固定資産 29,522,934円 

     上記資産に係る根抵当権が設定されておりますが、当事業年度末現在対応する債務は 

ありません。 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 2,170,340,399円 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産 

退職給付引当金                 5,882,197円 

有水ホルダー除去工事             3,231,182 

役員慰労引当金繰入額             1,873,740 

賞与引当金                  1,317,296 

少額資産                    1,009,861                   

その他                                       1,697,885 

繰延税金資産小計                            15,012,161 

評価性引当額                △1,873,740 

繰延税金資産合計               13,138,421 

 

４．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額 9,263円 17銭 

（２）１株当たり当期純利益                          460円 15銭 

 

５．当期純利益 

    当期純損益金額               23,007,860円             

 

 


